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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　センサから得られた探知データと目標の追尾航跡とが相関するかどうかを判定し、相関
する前記探知データを、採択された探知データとするゲート内外判定部と、
　前記採択された探知データと前記追尾航跡との相関の度合いを算出する尤度計算部と、
　前記相関の度合いに基づいて、前記追尾航跡を決める追尾航跡決定部と、
　前記追尾航跡決定部により決められた前記追尾航跡に基づいて、運動諸元を算出する追
尾諸元計算部と、
　初探知の探知データから得られた初探知位置と、前記探知データが有するドップラ速度
とを用い、前記初探知位置から目標の距離方向にドップラ速度分だけ移動した位置を予測
位置とし、
前記予測位置をゲートの中心として、前記ゲートの距離方向と角度方向が異なる大きさで
ある残差共分散を前記ドップラ速度に基づき算出し、前記探知データの存在可能領域をこ
の残差共分散を用いて可変に設定する初期状態航跡ゲート計算部と
を備えることを特徴とする目標追尾装置。
【請求項２】
　初期状態航跡ゲート計算部は、
航跡が初期状態で、初探知の探知データに基づいて目標の予測位置と初探知以後の探知デ
ータの存在可能領域を算出する時に使用される
ことを特徴とする請求項１に記載の目標追尾装置。



(2) JP 4196684 B2 2008.12.17

10

20

30

40

50

【請求項３】
　前記初期状態航跡ゲート計算部は、
初期状態にある前記追尾航跡について、
初探知の探知データのドップラ速度と初探知以後の探知データのドップラ速度との平均値
を算出し、
初回サンプルの探知データから得られた位置から目標の距離方向に前記平均値だけ移動し
た位置を予測位置とする前記運動諸元から、前記探知データの存在可能領域を算出して、
前記探知データと前記追尾航跡とが相関するかどうかを判定し、
相関する前記探知データを前記採択された探知データとして出力する
ことを特徴とする請求項１に記載された目標追尾装置。
【請求項４】
　ゲートの距離方向の大きさは、ドップラ速度の観測誤差の分散に基づくものである
ことを特徴とする請求項１に記載の目標追尾装置。
【発明の詳細な説明】
【０００１】
【発明の属する技術分野】
本発明は、レーダなどのセンサから得られた探知データから、目標の軌跡を推定する目標
追尾装置に関するものであり、特に不要信号が同時に観測される状況や、複数の目標が混
在する状況下で、航跡と探知データとの相関の決定を、精度よく行う装置に関するもので
ある。
【０００２】
【従来の技術】
レーダから得られる探知データを使って目標の軌道である航跡を推定する目標追尾では、
航跡を形成する探知データの採択方法により追尾の性能は大きく左右される。各々の探知
データは、以下に挙げる３通りの解釈のうちいずれかが当てはまる。
・いずれかの既存の航跡と対応付ける
・新たに発生した目標である
・不要信号である
【０００３】
上記のうちどの解釈を正しいとするかを判定することを、相関決定という。相関決定では
、判断の指標として、個々の既存航跡と探知データの組み合わせについての相関の度合い
を示す数値が必要となる。相関の度合いを表す指標としてよく用いられるのが、航跡の予
測位置と探知データの距離の近さである。さらに相関決定では、既存航跡と探知データの
相関のみならず、既存航跡から探知データが得られない状況、探知データが新目標あるい
は不要信号である可能性が考慮されることもある。
【０００４】
相関の決定方法については様々な方法があるが、その一つに、各々の既存航跡に対して、
相関の度合いが最も高い探知データを割り当てるＮｅａｒｅｓｔ　Ｎｅｉｇｈｂｏｒがあ
る（例えば、非特許文献１）。
【０００５】
また、別の方法としては、各々の既存航跡に対して可能な相関全てを考慮し、相関を組み
合わせて仮説を構成し、各々の相関の度合いを基に仮説の信頼度を計算するＭＨＴ（Ｍｕ
ｌｔｉｐｌｅ　Ｈｙｐｏｔｈｅｓｉｓ　Ｔｒａｃｋｉｎｇ）がある（例えば、非特許文献
２）。
【０００６】
ところでレーダからは、位置情報の他にドップラ周波数が得られる場合がある。このドッ
プラ周波数により、ドップラ速度を計算することができる。このドップラ速度は目標とレ
ーダ間の距離の変化率であり、速度に関する情報を含んでいる。探知データから得られる
ドップラ速度に対して、距離変化率の航跡の予測値から距離変化率を別途計算し、この二
つの速度の類似度を計算して、相関の度合い計算に利用する追尾技術もある（例えば、特
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【０００７】
【特許文献１】
特公平７－１０１２３３号公報「多目標追尾方法及びその装置」（第１－３頁、第１図）
【非特許文献１】
Ｓａｍｕｅｌ　Ｓ.Ｂｌａｃｋｍａｎ著　"Ｍｕｌｔｉｐｌｅ-ＴａｒｇｅｔＴｒａｃｋｉ
ｎｇ　ｗｉｔｈ　Ｒａｄａｒ　Ａｐｐｌｉｃａｔｉｏｎ"（ＡＲＴＥＣＨ　ＨＯＵＳＥ）
第４章第３節
【非特許文献２】
Ｄｏｎａｌｄ　Ｂ.Ｒｅｉｄ　"Ａｎ　Ａｌｇｏｒｉｔｈｍ　ｆｏｒ　Ｔｒａｃｋｉｎｇ　
Ｍｕｌｔｉｐｌｅ　Ｔａｒｇｅｔｓ"（ＩＥＥＥ　Ｔｒａｎｓａｃｔｉｏｎｓ　ｏｎ　Ａ
ｕｔｏｍａｔｉｃ　Ｃｏｎｔｒｏｌ，　Ｖｏｌ.ＡＣ-２４，　Ｎｏ６，　Ｄｅｃｅｍｂｅ
ｒ，１９７９）
【０００８】
【発明が解決しようとする課題】
以上説明した追尾装置では、航跡と探知データの相関の有無を判別するために、航跡が次
に探知される予測位置の推定を行う。この推定は、前サンプルにおける目標の位置の推定
値（平滑位置）と、速度の推定値（平滑速度）を使う。すなわち、平滑位置より、前観測
時刻から現観測時刻までの時間分だけ平滑速度に従って移動した位置を予測位置とする。
【０００９】
しかし、前観測時刻で探知データが新たな目標と解釈され、生成されたばかりの初期状態
にある航跡については、平滑速度が計算できていない。従って、予測位置も計算できない
。先に挙げた非特許文献２では、その解決案として、予測位置を前観測時刻における初探
知（初回サンプルによる探知）の探知データの位置に設定する方法を説明している。この
方法では、事前に設定するパラメータとして目標の最大速度を指定し、その移動分を下記
に示す予測誤差共分散行列Ｐｋｐ１に設定する。
【数１】

ここでＶｍａｘは、事前に設定するパラメータである最大速度である。またＴは、初探知
時刻から次の観測までに経過した時間である。残差共分散行列Ｓ１は次のように計算され
る。
【数２】

ここで、Ｈは観測行列、Ｒは観測誤差共分散行列、Γ２は観測誤差共分散行列を直交座標
に変換する行列である。
【００１０】
この結果、既存の航跡の予測値と、残差共分散行列から探知データが観測される可能性が
高い領域であるゲートは次の式によって設定される。
【数３】
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ここで、ｚ０は初探索位置、ｚｋは相関を判定する現時刻の探知データの位置（観測地）
である。またｄは事前に設定するゲートサイズパラメータである。このゲート設定は初探
知から第２サンプルの観測までの目標の移動距離があまり大きくならないことを想定して
いる。
【００１１】
しかし、以下に示すような場合、初探知の位置と２回目に得られる探知データの位置の距
離が長くなり、ゲートの領域が広くなるため、多くの探知データがゲート内に入り、目標
と不要信号との区別がつけにくくなってしまう。その結果として、不要信号との相関が正
しいとするなど、誤った相関判定を起こし易くなる。
・　遠方を観測し、信号強度が十分でなく、目標がレーダによって探知される確率が低い
場合、すなわち、探知抜けの頻度が高い場合。
・　目標速度が極めて速い場合。
・　サンプリング間隔が極めて長い場合。
【００１２】
一方、ドップラ周波数やドップラ速度を活用すれば、第２サンプル（航跡が生成された以
後に採用する最初のサンプル）における予測位置の推定がより正確になる可能性があるが
、上記非特許文献１及び非特許文献２による追尾方法では、相関の有無の判定、相関の度
合い計算について、探知データの位置情報のみを用いている。従ってドップラ速度が得ら
れる場合でも、この情報を活用できず、間違った相関決定を行ってしまう可能性があった
。また、特許文献１に示された追尾方法では、相関の度合いを計算する前提となる航跡の
予測値を計算するためには、速度が求められていることが必要であり、初期状態の航跡に
は適用できないという問題があった。
【００１３】
本発明は、ドップラ速度を取得できるレーダを用いて、航跡の速度が計算されていない初
期状態であっても、相関の有無を精度よく決定する追尾装置を提供することを目的とする
ものである。
【００１４】
【課題を解決するための手段】
本発明は、センサからの探知データを入力し、目標の追尾航跡の運動諸元から前記探知デ
ータの存在可能領域を算出して、前記探知データと前記追尾航跡とが相関するかどうかを
判定し、相関する前記探知データを採択された探知データとして出力するゲート内外判定
部と、
前記採択された探知データと前記追尾航跡との相関の度合いを算出する尤度計算部と、
前記相関の度合いに基づいて、前記追尾航跡を決定して出力する追尾航跡決定部と、
前記追尾航跡決定部が出力する前記追尾航跡に基づいて、前記運動諸元を算出する追尾諸
元計算部とを備える目標追尾装置であって、
初期状態にある前記追尾航跡について、前記センサからの探知データが有するドップラ速
度に基づいて、前記探知データと前記追尾航跡とが相関するかどうかを判定し、相関する
前記探知データを前記採択された探知データとして出力する初期状態航跡ゲート計算部を
さらに備えるものである。
【００１５】
【発明の実施の形態】
以下、本発明の実施の形態について説明する。
実施の形態１．
図１は、本発明の実施の形態１における目標追尾装置の構成図である。図において、セン
サ１は探知データを出力するレーダやアンテナなどのセンサであって、出力する探知デー
タには、ドップラ速度を含むものとする。目標追尾装置２は、センサ１からの入力信号に
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基づいて目標追尾を行う装置であって、個別相関決定部３、航跡関連データ記憶部７、追
尾航跡決定部８、追尾諸元計算部９を有する。個別相関決定部３は、センサ１から入力さ
れた探知データと航跡との相関の度合いを算出する部位であって、尤度計算部４と初期状
態航跡ゲート計算部５とゲート内外判定部６とを有する。尤度計算部４は、探知データと
航跡との相関の度合いを算出する。また、初期状態航跡ゲート計算部５は、センサ１から
入力された探知データに対するゲートを設定する。さらにゲート内外判定部６は、探知デ
ータがゲートの内外いずれにあるかを判定する。
【００１６】
また、航跡関連データ記憶部７は、１サンプル分の探知データと、この探知データに基づ
いて算出された平滑値、予測値などの航跡の運動諸元を記憶する記憶装置である。前のサ
ンプルにおける運動諸元は、次のサンプルの探知データの処理に供するために記憶される
。追尾航跡決定部８は、個別相関決定部３が算出した相関の度合いに基づいて、航跡と探
知データの組み合わせを選択して、全体での相関を決定する。追尾諸元計算部９は、平滑
値と予測値などの運動諸元を計算する。
【００１７】
次に目的追尾装置２の処理について説明する。図２は、目的追尾装置２の処理のフローチ
ャートであって、センサ１による同一時刻の観測で得られた探知データの１サンプル分の
処理過程を示すものである。図のステップＳ２０１において、個別相関決定部３はセンサ
１より探知データを読み込む。次にここで読み込んだ探知データに対し、以下のステップ
Ｓ２０２による個別相関決定ステップと、ステップＳ２０３による追尾航跡決定ステップ
を実行する。
【００１８】
（個別相関決定ステップ）
ステップＳ２０２において、個別相関決定部３は探知データの採否を決定する。図３は個
別相関決定ステップの詳細なフローチャートである。ステップＳ３０１において、個別相
関決定部３は航跡が初期状態か否かを決定する。航跡が初期状態である、とは、その航跡
について平滑値や予測値などの運動諸元が求められていない状態にあることをいう。上述
のとおり、目的追尾装置２は１サンプルの探知データごとに個別相関決定と追尾航跡決定
と行うものであって、このサイクルが数回回った状態であれば、いくつかの航跡について
運動諸元が求められることとなる。ステップＳ３０１では、このように運動諸元がすでに
求められている航跡については、初期状態でないものと判断される（Ｓ３０１：ＮＯ）。
【００１９】
そこで、ここではまず、ステップＳ３０１において、航跡が初期状態か否かを判断する上
で参照される平滑値と予測値の算出方法について説明する。航跡諸元計算部７は、現在の
１つ前のサンプルにおける処理で、そのサンプルに相関した探知データの位置情報を使っ
て、既存航跡の運動諸元を更新し、航跡関連データ記憶部７に記憶させる。すなわち最新
時刻の平滑値とその次の時刻の予測値を計算する。Ｐk|kを平滑誤差共分散行列、Ｋkをカ
ルマンゲイン、Ｓkを残差共分散行列とした場合、平滑値ｘk|kは以下の方法（式（４）～
（９））によって計算される。
【数４】



(6) JP 4196684 B2 2008.12.17

10

20

30

40

50

ここで、Ｈｋは観測行列、Ｒｋは観測誤差共分散行列である。またｘｋ｜ｋ－１は予測値
、Ｐｋ｜ｋ－１は予測誤差共分散行列であって、以下の（８）（９）式により計算される
。また、Γ２は極座標で示された共分散行列を直交座標用に変換を行う行列である。
【００２０】
【数５】

ここで、Φk-1は推移行列、Ｑk-1は駆動雑音共分散行列である。以上が平滑値と予測値の
算出方法である。追尾諸元計算部９は、これらの運動諸元を航跡関連データ記憶部７に記
憶させる。航跡関連データ記憶部７が、ある航跡について上記のように算出された平滑値
と予測値を記憶している場合には、この航跡は初期状態にないことになるので、ステップ
Ｓ３０２に進む（Ｓ３０１：ＹＥＳ）。
【００２１】
（ゲート内外判定ステップ）
次にステップＳ３０２において、定常相関決定処理が行われる。図４は定常相関決定処理
の詳細なフローチャートである。図４のステップＳ４０１において、ゲート内外判定部６
は、航跡関連データ記憶部７に記憶されている既存航跡の予測値と、残差共分散行列から
探知データが観測される可能性が高い領域であるゲートを設定する。このゲート内外判定
方法は次の式により与えられる。
【数６】

ここで、ｄは事前に設定するパラメータ、ｚk|k-1は予測位置で、（１１）式により計算
される。
【数７】

【００２２】
ステップＳ４０２において、ゲート内外判定部６は、センサ１から読み込んだ探知データ
の位置ベクトルｚkがこの条件を満たせば、ゲート内に存在するものと判定し、また満た
さなければゲート外であると判定する。ゲート外と判定された場合（Ｓ４０２：ＮＯ）は
、その探知データと既存の航跡の組み合わせは「相関の可能性がない」ものとして、以降
の相関決定では考慮の対象から外される。またゲート内であると判定された場合（Ｓ４０
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【００２３】
（相関尤度計算ステップ）
次にステップＳ４０３において、尤度計算部４は、その組み合わせにおける相関の度合い
を式（１２）によって計算する。この計算方法は、センサ１より読み込んだ探知データの
位置が、予測位置を中心とした共分散行列Ｓkのガウス分布に従う統計量であることを仮
定しており、計算結果である相関の度合い（尤度）は、探知データの位置が予測値にどれ
だけ近いかを示している。
【数８】

尤度計算部４は、この相関の度合いを追尾航跡決定部８に出力することで、探知データを
採択する。以上がステップＳ３０２の定常相関決定処理である。
【００２４】
一方、上記のような平滑値と予測値が航跡について算出されていない場合には、ステップ
Ｓ３０１において航跡が初期状態であると判定され、ステップＳ３０３に進む（Ｓ３０１
：ＮＯ）。ステップＳ３０３においては、初期状態航跡ゲート計算部５により、初期相関
決定処理が行われる。図５は、初期相関決定処理の詳細なフローチャートである。
【００２５】
（ゲート中心計算ステップ）
ステップＳ５０１において、初期状態航跡ゲート計算部５は、ゲート中心である予測位置
を図６に示すように、初探知位置からレーダを結ぶ方向に向かって、ドップラ速度分だけ
移動した位置に設定する。そのための計算方法を次式に示す。
【数９】

ここで、ｚp0は、レーダの位置を原点とする初探知の位置ベクトル、ＲD0はドップラ速度
である。
【００２６】
（残差共分散計算ステップ）
次に、ステップＳ５０２において、初期状態航跡ゲート計算部５は、ゲートの大きさを示
す残差共分散を計算する。まず、距離方向、角度方向（仰角と方位角）についての位置予
測に関する共分散（予測誤差共分散）を、以下の（１４）式にしたがって計算する。
【数１０】
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【００２７】
ここで、σRはドップラ速度の観測誤差の分散を示す。Ｔは、初探知時刻から次の観測ま
でに経過した時間である。また、ＶＡ＿ｍａｘは、事前に設定するパラメータである最大
速度であり、事前に設定するパラメータである最大速度Ｖｍａｘより、
【数１１】

に従って計算する。Ｒ0は初探知位置から求めた距離であり、次式により計算する。
【数１２】

【００２８】
この予測誤差共分散と観測誤差共分散行列Ｒから残差共分散を以下のように計算する。
【数１３】

Γ2は極座標で示された共分散行列を直交座標用に変換する行列である。
【００２９】
上記のゲート中心、残差共分散を用いて、航跡と探知データの相関決定を以下の不等式に
よって行う。
【数１４】

【００３０】
ステップＳ５０３において、探知データの位置ベクトルｚkがこの条件を満たさなければ
（Ｓ５０３：ＮＯ）、ゲート外と判定して、その探知データと既存の航跡の組み合わせは
「相関の可能性がない」ものとして、以降の相関決定では考慮の対象から外される。また
、満たせば（Ｓ５０３：ＹＥＳ）、探知データがゲート内に存在すると判定して採択し、
ステップＳ５０４に進む。ステップＳ５０４では相関尤度計算を行うが、この処理は上述
したステップＳ４０３と同様であるので、説明を省略する。
【００３１】
以上が、図２のステップＳ２０２による個別相関決定ステップの処理である。次に、目的
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追尾装置２は、ステップＳ２０３による追尾航跡決定ステップを行う。追尾航跡決定ステ
ップは、追尾航跡決定部８によって処理される。追尾航跡決定部８は、
・相関の可能性のある既存航跡と探知データの組み合わせ
・上記の組み合わせについて計算された相関の度合い
を使って、航跡と探知データの組み合わせを選択し、全体での相関を決定する。その方法
は、例えば前掲した非特許文献１あるいは非特許文献２などに開示された方法を用いても
よい。
【００３２】
以上より明らかなように、実施の形態１における目標追尾装置１によれば、速度ベクトル
を計算することができない初期状態の航跡についても、ドップラ速度を利用してゲートを
計算することとしたので、探知データと航跡との相関判定をより精度よく行うことができ
るという効果を奏する。
【００３３】
実施の形態２．
上述した実施の形態１では、ゲート中心計算ステップＳ５０１において、初期状態航跡ゲ
ート計算部５が、ゲート中心である予測位置を、初探知位置からレーダを結ぶ方向に向か
って、ドップラ速度分だけ移動した位置に設定したが、図７に示すように、ドップラ速度
の平均分だけ移動した位置に設定するようにしてもよい。このドップラ速度の平均とは、
初探知の探知データのドップラ速度と、相関判定を行う探知データのドップラ速度の平均
値である。この場合のゲート中心の予測位置を計算する方法を（１９）式に示す。
【数１５】

ここで、ｚp0は、レーダの位置を原点とする初探知の位置ベクトル、ＲD0は、初探知のド
ップラ速度、ＲDkは、相関を判定する探知データのドップラ速度である。
【００３４】
上記より明らかなように、実施の形態２における目標追尾装置１によれば、速度ベクトル
を計算することができない初期状態の航跡についても、ドップラ速度を利用してゲートを
計算することとしたので、探知データと航跡との相関判定をより精度よく行うことができ
るという効果を奏する。
【００３５】
【発明の効果】
本発明は、初期状態にある前記追尾航跡について、前記センサからの探知データが有する
ドップラ速度に基づいて、前記探知データと前記追尾航跡とが相関するかどうかを判定し
、相関する前記探知データを前記採択された探知データとして出力する初期状態航跡ゲー
ト計算部を備えることとしたので、探知抜けの頻度が高い場合や目標速度が極めて速い場
合、サンプリング間隔が極めて長い場合などにも精度の高い航跡追尾を行うことができる
という効果を奏する。
【図面の簡単な説明】
【図１】　本発明の実施の形態１及び実施の形態２による目標追尾装置の構成図である。
【図２】　本発明の実施の形態１及び実施の形態２の処理のフローチャートである。
【図３】　本発明の実施の形態１及び実施の形態２の処理のフローチャートである。
【図４】　本発明の実施の形態１及び実施の形態２における定常相関決定処理のフローチ
ャートである。
【図５】　本発明の実施の形態１及び実施の形態２における初期相関決定処理のフローチ
ャートである。
【図６】　本発明の実施の形態１における初期相関決定処理のゲート中心設定方法を示す
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説明図である。
【図７】　本発明の実施の形態２における初期相関決定処理のゲート中心設定方法を示す
説明図である。
【符号の説明】
１：センサ
２：目標追尾装置
３：個別相関決定部
４：尤度計算部
５：初期状態航跡ゲート計算部
６：ゲート内外判定部
７：航跡関連データ記憶部
８：追尾航跡決定部
９：追尾諸元計算部

【図１】 【図２】

【図３】
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